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海上における津波避難方法の一つに沖出し避難といわれるものがある．しかし，沖出し避難は十分な水

深を得られない場所で津波が来襲すると大変危険な状況となる．一方で，港に戻る場合でも場所や上陸後

の避難場所を考えなくては間に合わない恐れがある． 

本研究では，船舶避難訓練によって避難時間や情報伝達手段の現状について把握するとともに，ワーク

ショップとアンケート調査を繰り返し実施して，避難方法についての課題と方向性を検討した．その結果

を海上津波避難マップとしてとりまとめることができた． 
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1.  はじめに 

 

海上における津波避難方法の一つに沖出し避難といわ

れるものがある．これは，津波の影響のない深い水深が

確保できる沖合に船舶を進める避難方法である．しかし，

沖出し避難は，十分な水深を得られない場所で津波が来

襲すると大変危険な状況となる．水産庁のガイドライン
1）においても，沖出し避難か陸上への避難（以下，陸上

避難）か早い方を選択するように述べている．ところが

多くの地域では，この沖出し避難か陸上避難かを選択す

るための指針となるものがないのが現状である．また，

海上において津波警報を確実に知るための情報伝達手段

も必要である． 

そこで，南海トラフ地震の津波想定地域において，避

難時間短縮と安全な避難の視点から，沖出し避難と陸上

避難の選択に関する検討，海上での情報伝達手段に関す

る検討を避難訓練およびアンケート調査を通じて行った．

その結果を海上津波避難マップの作成という形でまとめ

ることで漁船に対する津波避難方法を考えることを目的

とする．なお，訓練企画時より筆者らが参画した，いわ

ゆる実践研究であることを，最初に申し添える． 

 

 

2.  調査概要 

 

2.1.  対象地域と活動フロー 

本研究では，南海トラフ地震による津波の被害が想定

されており，漁業が主要産業の 1つである三重県度会郡

南伊勢町を対象地域とした．南伊勢町の概要を表-1 に，

位置を図-1 に示す．南伊勢町は，三重県の南部に位置

し，町域の約 60％が伊勢志摩国立公園という地域であ

る．内閣府による最短の津波到達予測が 8分と，極めて
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短い時間での避難が求められる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研究フローは図-2 に示す通りである．まず，役場，

海上保安庁および漁協のメンバーと課題の洗い出しを行

った．その結果，情報伝達，沖出しに要する時間が検討

課題として挙げられた． 

それを受けて，2014 年 9 月１日，船舶津波避難訓練

を実施した．ここでは，情報伝達の方法，沖出しもしく

は港へ帰るまでの時間の調査を行った．この結果につい

て漁業者を対象とした報告会を実施してアンケート調査

を行うとともに，マップ作成に向けた漁業者によるワー

クショップを実施した．そして 2016 年 3 月に海上津波

避難マップが完成したため，完成報告会および参加者へ

のアンケート調査を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 本研究での活動フロー 

 

2.2. 船舶津波避難訓練の概要 

 船舶津波避難訓練は，2014年 9月 1日に行われた「平

成 26 年度南伊勢町防災訓練」の一部として実施された．

当日の想定は表-2のとおりである． 

訓練に参加した船舶は，南伊勢町全体で 23 隻であり，

0.40t～4.99t の漁船である．船舶の手配には，三重外湾

漁業協同組合，古和浦漁業協同組合，南伊勢町役場の協

力をいただいた．船舶には，調査員が 1～2 名ずつ乗船

し，海上の操業場所として想定される箇所に配置された．

10 時 03 分の大津波警報の発令を合図として避難を開始

した．避難完了は，陸上避難の場合には操業場所から母

港もしくは近い港の一時避難場所に到着するまでとし，

沖出し避難の場合には沖合の水深約 70mを目安とした．  

 

 

10：00 地震発生報 

10：01 地震（主要動）到達（震度 6強） 

10：03 大津波警報 

10：15 津波第 1波 

10：20 津波第 2波（最大波） 

10：30 津波警報解除（避難解除） 

 

2.3 船舶津波避難訓練の調査内容 

調査員は，腕時計型の GPS（Mobile Action 社 i-gotU 

GT-900Pro）をつけて訓練における一連の軌跡と時刻の

記録を行った．なお，沖出し避難と陸上避難の両方を 1

つの船舶で検証することが可能と判断し，両方の避難を

行った船舶もある．また，南伊勢町に導入されている戸

別受信機（防災行政無線）を試験的に船舶に載せ，受信

状況等の評価を行った．そのほか，陸上サイレン（防災

行政無線）の聴感調査と緊急速報メールの受信調査を実

施した． 

 

2.4 訓練報告会における意識調査 

津波避難に関する漁業者の意識調査（アンケート調

査）は，2014 年 12 月 9，11，12 日の訓練報告会におい

て実施した．9 日の古和浦地区（古和浦漁業協同組合）

の勉強会には 15 人，11 日の南島地区（三重外湾漁業協

同組合）の勉強会には 22 人，12 日の南勢地区（三重外

湾漁業協同組合）の勉強会には，25 人の参加があった．

全体の参加者は 62人である． 

 

2.5 マップ作成に向けたワークショップにおける意識

調査 

津波避難に関する漁業者の意識調査（アンケート調

査）は，2015 年 8 月 4 日の勉強会と合わせて実施した．

南勢地区（三重外湾漁業協同組合）の勉強会では 27 人

の参加があり，南島地区（三重外湾漁業協同組合）の勉

強会には 14 人，古和浦地区（古和浦漁業協同組合）の

勉強会には 8 人の参加があった．全体の参加は 49 人で

ある． 

 

 

3.  調査結果 

 

3.1 船舶津波避難訓練における調査結果 

（1）GPSによる移動の軌跡 

人口 約 1,4000人 

面積 241.98 km2 

海岸延長 245.6 km 

最大津波高 22m 

平均津波高 12m 

最短津波到

達時間予測

（+1m）2） 

 

図-1 南伊勢町の位置 

 

表-2 防災訓練の想定 

表-1 南伊勢町の概要および 
南海トラフ地震の津波予測 

南伊勢町 

三重県 

8分 

課題の洗い出し 

船舶津波避難訓練 

訓練報告会 

マップ作成に向けたワークショップ 

マップ完成・配布 
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GPS から取得した位置情報から沖出し避難時間と陸上

避難時間を算出し，表-3 にまとめた．両方の避難を実

施した船舶では，14 隻中 11 隻が沖出し避難の方が短い

時間である．また，沖出し避難が 10 分以内に完了した

船舶は 7隻であったが，これらはいずれも湾口近くか水

深 70mのラインが近い海域にいた船舶であった．その他

の注目点としては，陸上避難で港から一次避難場所まで，

5 分以上かかった多くの調査員からは，「迷った」，

「分からなかった」，「引き返す」といった調査員のメ

モもしくは GPSの動きが確認でき，避難路の案内を分か

りやすくする必要があるとの結果を得た．さらに，母港

よりも漁場から近い港を目指した方が，早く避難が完了

すると思われる船舶も見られた． 

 

表-3 船舶の避難時間結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）陸上サイレン（防災行政無線） 

船舶 23 隻中，7 隻で「良く聞こえる」，「聞こえ

る」という評価であった（図-3）．しかし，聞こえたと

いう船舶は，どれも陸上に近い位置であったことが確認

でき，少し沖に出ると，情報入手手段として期待できな

いといえる． 

（3）戸別受信機（防災行政無線） 

船舶 23 隻中，22 隻において受信が確認できた．しか

し，受信した 22 隻のうち 5 隻では，エンジンの音等に

より，内容の聞き取りは困難，という評価であった． 

（4）緊急速報メール（エリアメール） 

携帯電話 30 台中，26 台において受信が確認できた．

受信状況には，携帯電話各社による偏りはなかった． 

 

 

 

 

 

 

3.2 訓練報告会における意識調査結果 

アンケート調査の回答者は 58人（配布 58部）であり，

アンケート回収率は 100%となった．回答には，ほぼ南

伊勢町全域の方にご協力いただけた． 

回答者の漁業の種類を図-4 に示す．中心的なもの一

つを回答する質問であったが，様々な漁種の方が回答者

であったことが分かる．その他の方は漁協職員の方など

であった． 

 図-5には，「乗船中や作業中に緊急速報メール（エ

リアメール）を気づくことができるか」に対する漁業者

の評価を示した．半数以上が「気づかないと思う」と回

答しており，受信ができても気づかない可能性があると，

漁業者自身が感じていることが分かる． 

図-6 には，船舶に戸別受信機を載せることへの評価

を示した．約 8割の方が，戸別受信機の必要性を感じて

いることが分かる． 

図-7 には，訓練において調査した情報伝達手段以外

に，「大津波警報の発令を知る手段」として有効と思う

ものの評価を示した．漁船の無線，ラジオ，家族等から

の電話がそれぞれいくらかの人に，評価されていること

が分かる． 

図-8 には，漁業者が考える海からの避難方法を示し

た．約 5分の 1の方は，沖出し避難を考えていることが

分かる． 

図-9 は漁業の種類と避難方法のクロス集計を示して

いる．養殖業などで回答に偏りがあるのを見て取れる． 

 図-10 には，海上からの避難方法として沖出し避難を

選んだ人がどこまで船を出そうと考えているかを示した．

図に示したとおり，回答は偏ることはなく様々であった．

なお，具体的に水深を選択したのは 3 人であり，水深

100mが 2人，水深 70mが 1人という回答であった．また，

沖出し避難を選んだ人に理由も複数回答可の質問として

訊いたが，最も多かったのは「操業場所から安全だと思

うから」で 75％の方が選んだ．次に，「船を失うのを

図-3 陸上サイレン（防災行政無線）の評価 
（10：00における地点） 地理院地図より作成 

船舶 沖出し避難 陸上避難

1 - 12分00秒

2 06分25秒 43分40秒

3 11分15秒 29分30秒

4 - 09分25秒

5 - 12分25秒

6 - 08分50秒

7 - 07分20秒

8 20分20秒 -

9 13分20秒 18分15秒

10 24分30秒 -

11 04分10秒 25分20秒

12 09分35秒 14分50秒

13 12分35秒 14分25秒

14 10分20秒 -

15 - 13分50秒

16 07分45秒 10分05秒

17 19分30秒 11分30秒

18 18分30秒 13分15秒

19 12分00秒 16分55秒

20 09分20秒 13分50秒

21 10分30秒 08分45秒

22 07分30秒 10分45秒

23 06分50秒 20分35秒

空欄は，沖

出し避難も

しくは陸上

避難のみを

行った船舶

である． 
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避けたいから」が 42％で続いた． 

図-11 は母港における一次避難場所とその経路を知っ

ているかについての質問の結果であり，約 4分の 3の方

が「知っているし，歩いたことがある」であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 マップ作成に向いたワークショップにおける意識

調査結果 

アンケート調査の回答者は 49人（配布 49部）であり，

アンケート回収率は 100％となった． 

 図-12 に，海上での作業中，避難が必要となった場合

にとる避難行動について示す．陸上避難を考えている割

合が多く，その中でも「かならず母港へ避難」を考えて

いる割合が最も大きい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-13 に，母港以外で陸上避難が必要となった場合に

不安となる項目を複数回答で質問した結果を示す．「避

難経路がわからない」と約半数の方が回答しており，最

も大きい割合となった．続いて「避難経路上の危険箇所

がわからない」という順番となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 緊急速報メール（エリア
メール）について 

図-4 回答者の漁業の種類 

 

図-6 戸別受信機について 

 

図-8 海上からの避難方法 

図-10 沖出し避難でどこまで
船を出すかについて 

図-11 母港の一次避難場所
とその経路について 

図-12 海上からの避難方法 

 

かならず 
母港へ避難 

37% 

とにかく 
近い港へ避難 

16% 

とにかく 
近い陸へ避難 
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沖だし避難 
8% 

無回答 
16% 
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図-13 「母港以外に陸上避難をする場合の不安要素」  
について（複数回答可） 

養殖業 
29% 釣り船、 

釣りイカダ 
13% 

沿岸漁業
（湾内） 

24% 

無回答2% 

その他 
16% 

沿岸漁業
（湾外） 

19% 

無回答4% 

気づかない
と思う 
54% 

気づく 
と思う 
42% 

かならず 
母港へ 
避難29% 

無回答5% 

とにかく 
近い港へ 
避難19% 

沖出し避難 
21% 

とにかく 
近い陸に避難 

（港に限定しない） 
31% 

無回答3% 
必要ない 
と思う9% 

どちらか 
といえば 
必要だと 
思う21% 

必要だ 
と思う 
57% 

どちらかと 
いえば必要 
ないと思う10% 

図-7 「大津波警報の発令を知る手段」に
ついて（複数回答可） 

知らない4% 

知っているが、 
歩いたことが 

ない 
17% 

知っているし、 
歩いたことがある 

74% 

無回答5% 

水深に関係な
く、ひたすら
沖へ33% 

湾外まで
17% 

具体的に水深 
25% 

水深70m 
（今回の 
訓練から） 

25% 

図-9 漁業の種類と避難方法のクロス集計 
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図-15 漁業の種類と避難方法のクロス集計 

 

 図-14 にマップの大きさについて尋ねた結果を示す．

大きさはA3サイズが約 6割と高い割合となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-15 に漁業の種類と避難方法についてのクロス集計

結果を示す．これをみると，養殖業では港へ避難する意

識が高く，沿岸漁業では陸や沖出し避難への意識が高い

ことが分かった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  考察 

 

4.1 津波避難行動に対する考察 

今回の訓練で両方の避難を実施した船舶では，沖出し

避難の方が早い船舶が多かったが，一概に沖出し避難が

推奨される訳ではない．それは，沖出し避難は津波に向

かっていく方向の避難であるため，陸上より早く津波と

出会うためである．さらに，今回の訓練では避難の目安

を水深 70mとしたが，理論上は津波高さ 10mで水深 220m

いう数字が示されており 3)，実際に沖出し避難をする際

には水深 70mで止まらないで，さらに深い水深の沖合へ

進めていくことが求められる． 

 陸上避難では，避難先を母港に限定せず，最寄りの港

もしくは港でない場所でも緊急用の桟橋の整備などを行

うことで避難時間の短縮が可能である．また，母港にお

ける一次避難場所とその経路は認知度が高いが，訓練に

おいて調査員が迷ったように，避難先を母港に限定しな

い場合には，同様に迷う可能性が高いため，一次避難場

所までの案内の改善を行うことも重要である．それらに

より，陸上避難を可能とする漁場の範囲を広げることが

できる．これらの課題に対しては，マップ上では水深

100m と，訓練時よりもやや深い海域を避難海域として

示すことや緊急用の桟橋などを書き込んで対応すること

とした． 

 

4.2 情報伝達手段に対する考察と提案 

緊急速報メール（エリアメール）は，訓練ではほとん

どの携帯電話が受信できたが，アンケートでは半数以上

の方は気づかないと思うとの回答をしているなど，気づ

くかどうかの不確実性が明らかとなった．避難警報の発

令を知る手段の一つとして有効かもしれないが，確実な

ものとして頼ることはできないと判断される． 

戸別受信機は，訓練でも概ね受信が確認でき，アンケ

ートでも必要性を認めていることが分かった．しかし，

戸別受信機は本来は家庭用のものであり，野外，特に海

上での使用は考慮されていないため，防水・防錆の改良

が必要である．また，パトライト等をつけて，目で見え

る工夫をするなどエンジン音等で聞こえないという状況

でも気づけるような改良も必要である． 

また図-7 において，家族からの電話，ラジオなど，

普段使っている手段による連絡も挙げられている．機能

の停止する情報伝達手段があった場合にも対応できるよ

うに，複数の情報伝達手段を用意しておくことが求めら

れる． 

 

4.3 漁業者の津波避難行動に対する意識の考察と課題 

避難行動の選択では，漁業の種類と避難方法で関係性

がみられた．養殖業という陸に近い場所で操業している

方は「とにかく近い陸に避難」を多く選んでおり，湾外

の方が「沖出し避難」を多く選んでいる．沖出し避難は

「操業場所から安全だと思うから」が理由として大きか

ったが，養殖業の方も同様の理由が大きいと考えられる．

他の漁業は，操業場所として想定される場所が広い．こ

うした傾向に基づく避難の指針が必要とされていること

が分かる．さらに，沖出し避難は，船をどこまで進める

かで，図-10 に示したように偏りがなくばらついている．

これは，指針となるものがなく，分からないためと考え

られる． 

 

 

4.4 漁業者の津波避難行動に対する意識の考察 

図-12 に示した通り約 8 割の方が陸上避難をするとい

う結果を得た．そのうち半分の方が母港以外の避難を考

えている．しかし，図-13 の通り，母港以外の陸上避難

をする場合，約 5割の方が避難経路に不安を持っている

との結果を得た．地域の知らない人が普段使わない港か

ら避難をすれば，地元の漁業者であっても避難経路に迷

い，安全な避難をすることができないことが考えられる．

安全で確実に避難するためにも，避難経路の整備や避難

A4 
10% 

A3 
57% 

A2小判 
19% 

その他 
2% 

無回答 
12% 

図-14 マップの大きさ 
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看板の設置，定期的に避難訓練を行うことが求められる． 

図-8 と図-12 を比較すると，沖出しの割合が 2014 年

と比べて 2015 年では半分以下になっていることがわか

る．これは勉強会を行う中で，沖出し避難に対する意識

が変化してきたものと考えられる．今後もより適切な津

波避難の方法を考えて行くために勉強会や訓練の継続的

な開催は重要となってくるであろう．一方，勉強会に参

加されていない漁業者の方の意見は不明であり，地域全

体で防災意識を高めなければいけない． 

 

 

5. 南伊勢町海上津波避難マップの作成 

 

5.1 マップの概要 

南伊勢町の「海上津波避難マップ」は 2016 年 3 月に

完成し，公開した．サイズとしてはアンケート結果に基

づいて A3 を採用し，南伊勢町全体図（表面）と浦ごと

の詳細図（裏面）をに印刷した．また，水に濡れても良

い紙を用いている．マップ内には図-16 および図-17 に

示す通り，水深 100m もしくは最寄りの漁港，港湾施設

までの時間の目安を色で表現している．地図内には漁港，

緊急避難場所として桟橋・浜などの着岸点にマークを付

けている． 

 

5.2 マップの概要報告会における調査結果 

漁業者にマップの見方や使い方を理解していただくと

ともに，改良点に関する意見を伺うための報告会（参加

者 48名）を開催した． 

 

 

図-16 陸上に上がれる場所までの時間についての凡例 

 

図-17 完成したマップの一部 

 

その中で，「緯度経度を明記して欲しい」という意見

があったほか，遊漁業，すなわち釣り客等を対象とした

避難計画について課題が挙げられた． 

終了後，配布回収したアンケート調査においてマップ

の色分けについては，あわせて 96%の方が「わかりやす

い」，「とてもわかりやすい」と回答いただいた．おお

むね好評いただけたが，今後もいただいた課題に対する

改良を加えていく必要がある． 

 

 

6. 本研究のまとめと今後の課題 

 

船舶津波避難訓練，複数回のアンケート調査を経て．

上津波避難マップ内の作成を行った．海上からの津波避

難マップという従来とは異なるマップを配布することが

できたのは，実践研究としてひとつの成果であると考え

る． 

今後は，遊漁業への対応や地震発生の情報を正確に素

早く知る情報網の構築が求められる．さらに，陸上に上

がった後に高台まで避難するまでの経路や時間について

も，検討が必要である． 
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